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11-1 大学院研究科の使命及び目的・教育目標 

 

 Ａ群・大学院研究科の理念･目的･教育目標とそれに伴う人材養成等の目的の適切性 

 Ｂ群・大学院研究科の理念･目的とそれに伴う人材養成等の目的の達成状況 

 

研究科全体 

 本研究科は、国際化の波が日本にも本格的に押し寄せ、また日本企業が海外でも活発な活動を始め

たことから、わが国でも国際社会の仕組みや運営の仕方についての知識や理解が不可欠となってきた

社会の必要に応じ、国際政治経済学部の大学院として1986年に創設されたものである。当初は国際政

治学専攻と国際経済学専攻（1987年に国際経営学専攻設置）の一貫制博士課程を採用していたが、1990

年に国際政治経済学研究科修士課程（国際ビジネス専攻）を、また1996年には、国際コミュニケーシ

ョン専攻を増設し、さらに1998年に両方の専攻に博士後期課程を設け、2001年には国際マネジメント

研究科の独立に伴い、国際経営学専攻（2006年３月31日廃止）及び国際ビジネス専攻は募集を停止し、

国際政治学専攻と国際経済学専攻は区分制に改組されて今日にいたっている。 

 本研究科の理念は以下の通りである。「国際政治経済学研究科は、国際社会において、より豊かな未

来を切り拓いていくために、学術研究の一層の推進により新しい知見を創造し、各分野において国際

的に貢献できる人材の育成を目的とする」（2000年11月15日研究科教授会及び11月21日同専攻主任会決

定）。本研究科は国際政治学・国際経済学・国際コミュニケーションの３つの専攻から成り、それぞれ

以下に述べるような使命・理念を掲げている。これらの理念は、憲法上の学問の自由や、学校教育法

の趣旨及び青山学院大学のアドミッション・ポリシーに沿うものである。またこれらの理念は、『大学

院パンフレット〔国際政治経済学研究科〕』、ホームページなどに示され、また入学直後のオリエンテ

ーションでも説明するなどして、受験生、大学院生、さらには一般への周知をはかっている。 

 

国際政治学専攻 

 本専攻の使命はグローバル化の進む国際社会において、学術の創造と文化の進展に寄与するために、

国際貢献のできる「優れた研究者」と「高度専門職業人」の養成にある。 

 本専攻は1986年に、自立して研究活動を行うに必要な高度な研究能力及びその基礎となる豊かな学

識を有する研究者と国際社会からわが国に要請されている上級国際公務員やキャリア外交官の養成を

目的として、５年一貫制博士課程として設置された。1990年には国内社会の急速な国際化、高度情報

化への構造変化の中で専門知識を新たに吸収し、修得していく必要に迫られている職業人が急増して

きていることから、高度専門職の養成と研修の場としての国際ビジネス専攻修士課程国際政治コース

が増設され、1998年には、一層高度な専門的知識や能力による独創的な研究開発、新しい産業の創出、

また新たな社会経済システムの創造などの産業社会の要請に応えて、国際ビジネス専攻博士後期課程

が増設された。 

 2001年には、本研究科の特徴である学際的な教育研究機会の維持、教育課程の整合性の確保及びカ

リキュラムと教員組織の充実の図るために、国際ビジネス専攻修士課程の国際政治コースは国際政治

学専攻に吸収され、同専攻は5年一貫制博士課程から区分制博士課程に改組された。 

 国際政治学は比較的新しい学問領域である。これを体系的に教育する国際政治学専攻は全国の大学

院に先駆けて設置されたものである。わが国の国際的立場が大きく変化して、各分野での国際貢献が
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要請されている現状で、国際的に活躍できる人材の養成は急務である。そのため、本専攻では学術的

に訓練を受けて理論武装した外交官をはじめ、複数の外国語を駆使できる国際公務員、NGOの専門家養

成を第一の教育目標として掲げている。 

 

国際経済学専攻 

 国際政治学専攻と同じく1986年に開設された本専攻は、グローバリズムの進展に伴い国内経済と国

際経済が一体化し、しかも激しく変動する国際経済情勢にあって、将来に向けての新しい深遠な見通

しを得るために、国際経済の諸事象を総合的に、体系的に解明していく学問研究分野の確立をめざし

ている。そうした中で、理論と現実の双方から国際経済に生起する諸問題を対処できる独創的な新し

い知見を創造し、国際社会の各分野において国際貢献しうる「優れた研究者の育成」と「高度専門職

業人の養成」を目的としている。 

 国際経済学の対象とする領域は外国貿易、対外直接投資、国際資金移動、あるいは国際開発、協力

と多様であるが、本研究科ではこれら全ての領域に対応すべく、専任及び兼任の教員を配置している。

もちろん、学生の研究課題は非常に広範囲であり、例えば各国経済事情の研究を志そうとする学生が

いれば彼らの求める課題すべてに対応できる教員を配置することは不可能である。しかし、これまで

の学生たちの問題関心、希望論文テーマを勘案すると、現存のスタッフで十分対応できているといえ

よう。 

 

国際コミュニケーション専攻 

 本専攻は、1996年４月、国際社会での活躍を期待した「国際コミュニケーター」の育成を目的とし

て修士課程が創設された。その背景には「近年の情報分野における急速な技術革新は、国境を越えた

コミュニケーション、とくに異文化間のコミュニケーションの重要性を高め、また、 近の政治、経

済、経営の各分野におけるグローバリゼーションの進展は、国際政治経済諸事象のより一層の複雑化

をもたらしてきた。複雑に錯綜した国際政治経済諸事象の解明には、異文化圏の文化、言語、及び情

報システム等についての基本的理解と、そしてそれらが複合化された国際コミュニケーションについ

ての体系的究明が不可欠である」（『設置認可申請書』）という認識があった。 

 さらに、1998年４月には、国際コミュニケーション専攻博士後期課程が、「近年の国際政治、国際経

済、国際経営の各事業の複合化とグローバル化の進展は、ますます国際コミュニケーションの重要性

を高め、異文化圏の文化、言語及び情報システム等についての理論的基礎の修得とその実践的な応用、

さらには国際コミュニケーションの学術理論の一層の発展を求めてきている。国際政治経済学研究科

は、国際コミュニケーション専攻修士課程で修得した学術理論及び技術を、さらに高度専門化した深

遠な学術の理論として体系化していくと同時に、総合的な判断力、想像力、批判力、そして将来を見

る洞察力などを養っていく必要があるために、博士後期課程での教授研究が必須となる」（『設置認可

申請書』）との設置目的をもって増設された。 

 本専攻修士・博士後期課程は、設置以来教員の異動、大学院生のニーズの微妙な変化、さらには国

際情勢の変化の中で柔軟な対応をしながらも、一貫して前述の理念のもとに教育研究活動を行ってい

る。すなわち、中学・高校・専門学校・大学などさまざまな学校の教員、官庁・各種企業に勤める社

会人、プロの通訳者・翻訳者、さらに学部を卒業したばかりの若い学生たちがともに切磋琢磨して国

際事象に関する多様な研究に励んでいる。院生たちの世代は22歳から、上は70歳を越える学生も在籍

したことがあり、生涯教育と産学連帯は、多様な学生が集うことだけでも、実践されているといえよ

う。そうした環境の中で、1996年からの10年間に６名の大学・短大の専任教員と多数の兼任教員を輩
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出したことも付け加えておきたい。 

 約10年間の教育研究の実績を考えると、ほぼ当初の理想なり目的なりに沿った形で発展していると

もいえるが、しかし本専攻課程の 大テーマが「国際人」、「国際コミュニケーター」の育成であるこ

とを考えると、新しい課題が常に生まれつつあることもたしかである。つまり、激変する国際社会の

中で求められる人材は常に多様であり、彼らの活躍が必要な分野も多岐にわたる。そうしたさまざま

なニーズに対応していく努力は絶えず続けていかなければならないと認識している。 

 

 

11-2 修士課程・博士課程の教育内容・方法等 

 

 Ａ群・大学院研究科の教育課程と各大学院研究科の理念・目的並びに学校教育法第65条、大学院

設置基準第３条第１項、同第４条第１項との関連 

 Ｂ群・「広い視野に立って清深な学識を授け、専攻分野における研究能力又は高度の専門性を要す

る職業等に必要な高度の能力を養う」という修士課程の目的への適合性 

 Ｂ群・「専攻分野について、研究者として自立して研究活動を行い、又はその他の高度に専門的な

業務に従事するに必要な高度の研究能力及びその基礎となる豊かな学識を養う」という博

士課程の目的への適合性 

 Ａ群・学部に基礎を置く大学院研究科における教育内容と、当該学部の学士課程における教育内

容の適切性及び両者の関係 

 Ａ群・修士課程における教育内容と、博士（後期）課程における教育内容の適切性及び両者の関

係 

 Ａ群・課程制博士課程における、入学から学位授与までの教育システム・プロセスの適切性 

 

研究科全体 

 国際政治学・国際経済学・国際コミュニケーション専攻とも、修士課程の修了方法は、「修論研究」、

及び本学本研究科固有のシステムである「課題研究」の２つがあり、修了要件は各修了方法によって

異なっている。また、授業はＡ群の「基礎科目」、Ｂ群の「専門科目」、Ｃ群の「他専攻科目」からな

る。 

 「修論研究」を選択する学生は、計30単位（うちＢ群から20単位）を取得したうえで、大学院修士

課程修了論文の要である「修士論文」を作成し、その論文審査の合格により修了する。「課題研究」を

選択する学生は、計38単位（うちＢ群から26単位）を取得したうえで、おもに職業人学生が自己の職

場で体得した実践的高度専門知識に基づいて独自の課題研究論文を完成させ、その審査合格をもって

修了する。なお、前述の授業単位の履修以外に、外国語１言語の「外国語認定試験」合格を修了要件

単位に含めている。 

 博士後期課程は、修士課程を修了した者の中で、さらに高度の教育・研究を積んで研究者として自立

するのに必要な専門知識や能力を身に付けたり、官界や実業界など現場で培った専門知識や能力を学問

的に体系化したい者のためのプログラムで、段階をへて最終的には博士号取得のための学位申請論文を

作成する指導を行う。このために、国際政治学専攻、国際経済学専攻では、１年次から３年次まで研究

指導を受け、演習科目として各２単位（計６単位）を取得しなければならない。また、国際コミュニケ




